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研究要旨 

○ 平成 26年３月時点で分娩施設の医師数は 9,773名（男性 64.3%、女性 35.7%）で、平均年

齢は 46.0歳、中央値、90%tileはそれぞれ 43歳、64歳で、50歳以下では女性が 50%を超

える。 

○ 人口当たりの分娩施設の医師数には２倍の自治体間格差があり、臨床研修医制度導入後、

その格差は５倍に拡大していた。 

○ 自治体により総合・地域周産期母子医療センターが扱う分娩数とリスクには３倍以上の差

があり、地域ごとにその役割が異なることが推察された。 

○ 2007年と比較し、分娩施設医師数は施設平均 6.3名で 40%増加しているが、月当たりの当

直回数は 5.8 回と 8%の減少に止まり、推定される月間平均在院時間も 300 時間を上回っ

ていた。 

○ 同期間に妊娠・育児に関わる女性は２倍に増加し、分娩取扱い病院医師の 20%を占め、そ

の勤務緩和の影響で、医師数の増加による労働軽減効果が相殺され、過重労働が続いてい

ると推察された。 

○ 産婦人科医師確保には臨床研修医制度の見直しに加え、子育て中の女性医師の就労方法の

見直しが必要と考えられた。 

○ 持続可能な周産期医療体制整備と就労環境の改善には、全国一律の対応ではなく、地域の

状況に応じた施設の大規模化や重点化（集約化）などの対応が必要と考えられた。 



A. 研究目的 

 

 厚生労働省の医師・歯科医師・薬剤師

調査1)によれば、届出総医師数は臨床研修

医制度が導入された平成16年から平成24

年までに12％増加している（平成16年

270,371名、平成24年303,268名）。しかし、

同期間の産科医師数（主たる診療科が産

婦人科、産科、婦人科）の増加は12,156

名から12,708名とわずか4.5％に止まって

いる1)。また、日本産科婦人科学会と日本

産婦人科医会の共同調査では、産婦人科

医師数増加の停滞と伴に地域格差の拡大

が報告されている2, 3)。また、同調査に

よれば、人口当たりの分娩施設の医師数

には２倍の自治体間格差があり、臨床研

修医制度導入後、その格差は５倍に拡大

している2, 3)。 

 こうした産婦人科医師不足や地域格差

の拡大など周産期医療の抱える諸問題は、

国民生活に不安を招き、少子化対策にお

いても大きな負の要因になる。そこで、

持続可能な周産期医療体制の構築のため

の基礎資料となることを目的に、既存の

データより産婦人科の動向と勤務医就労

環境を検討した。 

 

B. 研究方法 

 

 本研究の実施にあたり、日本産科婦人

科学会医療改革委員会、日本産婦人科医

会勤務医部会の承認を得て、これまでに

公表されている両会共同調査の「産婦人

科医師の勤務実態調査」と日本産婦人科

医会勤務医部会が行った「産婦人科勤務

医の待遇改善と女性医師の就労環境に関

するアンケート調査」をもとに検討した。 

 

１．産婦人科医師の勤務実態調査 

 

 産婦人科医師の勤務実態調査2)は日本

産科婦人科学会、日本産婦人科医会の協

力のもと、平成26年３月31日時点の日本

産科婦人科学会会員登録基本情報に含ま

れる各会員の性別・生年月日・勤務先に

関する情報と日本産婦人科医会が管理し

ている施設の診療機能情報を連結し作成

されたデータベースをもとに行われてい

る。検討に先立ち、全都道府県の地方学

会から会員データ使用に関する書面によ

る同意と日本産婦人科医会倫理委員会の

承認が得られている。 

 

２．産婦人科勤務医の待遇改善と女性医

師の就労環境に関するアンケート調査 

 

 産婦人科勤務医の待遇改善と女性医師

の就労環境に関するアンケート調査は日

本産婦人科医会勤務医部会が、分娩取扱

い病院を対象に、毎年７月に行っている

調査で、平成26年度は平成27年１月にデ

ータが公表されている4)。なお、本調査で

はアンケート返信をもって、研究へのデ

ータ使用とその公表に関する同意が得ら

れている。 

 

３．産婦人科の動向と勤務医就労環境 

 

 上記２つの調査で得られたデータベー

スをもとに、産婦人科の動向と勤務医就

労環境にフォーカスし、持続可能な周産



期医療体制の構築ための基礎資料となる

よう検討を行った。 

 

C. 研究結果 

 

１．産婦人科医師の動向 

 

 平成26年３月時点で、日本産科婦人科

学会会員は15,990名で、分娩施設の医師は

9,773名（男性64.3%、女性35.7%）となっ

ている。平均年齢は46.0歳（中央値43歳）

で、概ね64歳まで分娩を取扱っていた。

一方、婦人科施設の医師は3,992名で平均

年齢は60.1歳、中央値、90%tileはそれぞ

れ59歳、80歳と高齢である。 

 図１に年齢別、男女別、勤務施設別に

医師の分布を示す。特徴的な点は、女性

医師の増加で、50歳以下ではすでに男性

を上回る。男性医師の大部分は総合、地

域の周産期母子医療センターでキャリア

をスタートし、40歳前後までに半数

（50%tile）が一般病院や診療所に移行し、

70歳頃（90%tile）まで本邦の周産期医療

を支えてきたと言うことができる。一方、

女性は若手が大多数を占め、40歳以上は

わずかでそのキャリアパスを推測するこ

とはできない。 

 

２．地域格差 

 

 図２、３に各自治体の人口10万対分娩

施設の医師数と年齢（中央値）を示す。

人口10万人あたりの分娩施設の医師数に

は２倍の自治体間格差があり、年齢（中

央値）では10歳以上の差があった。また、

同様に研修制度開始後に産婦人科を専攻

し、分娩施設に所属する35歳未満の医師

数を見ると、自治体間格差は５倍以上に

なっていた（図４）。分娩施設に所属する

35歳未満の医師数は、同期間に各自治体

に在籍した臨床研修医数（図５）と密接

に関連し（図６）、両者には有意な正の相

関が認められた。 

 

３．周産期母子医療センターの状況 

 

 産婦人科医師の勤務実態調査から算出

された、施設機能ごとの状況を表１に示

す2)。周産期母子医療センターは平均医

師数が多く（総合19.8名、地域9.0名）、全

国の23.7%の分娩を取扱い、帝王切開率

（総合35.6%、地域28.9%）は全国平均

（19.6%）を大きく上回る。一般病院と診

療所はそれぞれ28.5%、47.8%の分娩を扱

い、帝王切開率は20.7%、13.8%であった。

診療所の帝王切開率は低率だが、医師１

名あたりが１年間に取扱った帝王切開数

は最多で、総合周産期母子医療センター

の約２倍になっていた（表１）。 

 図７に総合・地域母子医療センターが

自治体全体の分娩数に占める取扱い分娩

数の割合と帝王切開率を示す。両者は有

意の負の相関を示し、扱う分娩の割合が

少ないほど、帝王切開率は増加していた。

自治体により総合・地域周産期母子医療

センターが扱う分娩数と帝王切開率（リ

スク）には３倍以上の差があった。また、

産婦人科勤務医の待遇改善と女性医師の

就労環境に関するアンケート調査で示さ

れる常勤医師数ごとに周産期母子医療セ

ンターの施設数を図８、９に示すが、総

合周産期母子医療センターで20名以上の



常勤医を確保しているのは27.2%で、地域

で10名以上の施設は23%に止まっていた。 

 

４．勤務医就労環境 

 

1) 各指標の年次推移 

 2007年から毎年行われている勤務医部

会のアンケート調査（産婦人科勤務医の

待遇改善と女性医師の就労環境に関する

アンケート調査）では、全国の分娩取扱

い病院は1,097施設で、１施設当たり平均

の分娩数は年間522件、常勤医師数は6.3

名（男性3.9人、女性2.4人）で、１カ月の

当直回数は5.8回となっていた（表２、図

10）。調査が開始された2007年と比較する

と、施設数は14%減少し、施設あたりの

分娩数は17%増加した。また、施設平均

医師数は40%増加していたが、当直回数

はわずかな減少（８%）に止まり（表２、

図10）、１ヶ月間の推定在院時間も300時

間を超えていた（図11）。 

2) 医師増加の内訳 

 図 12 に常勤医師の内訳を示す。2007

年と比較すると、男性と妊娠・育児に関

わらない女性の数に大きな変化はなく、

妊娠・育児に関わる女性が２倍に増加し

ていた。 

3) 勤務緩和の状況 

 全国 65%の分娩取扱い病院で、育児中

の勤務緩和が導入されている（表３）。勤

務緩和の内容と実施率を図 13に示す。育

児中の女性の 24%は何ら勤務緩和がなく

通常に当直している反面、45%では当直

は完全に免除され、56%は分娩を担当し

ていなかった。 

 一方、当直翌日の勤務緩和の状況をみ

ると、23%の施設でシステムが導入され

ているものの、実施率は極めて低い（図

14）。緩和が完全（100%）に実施されて

いる施設は全体の 1.6%に止まっていた。 

4) 常勤先を持たない医師の推移 

 常勤先を持たない医師は増加している。

妊娠・出産を契機に退職した女性医師は

この１年間で 50名にのぼり、女性医師の

18%、5.5 人に１人は常勤先がない（図

15）。図 16 に年齢構成を示すが、女性で

は半数以上は 30歳代で、男性の分布とは

大きく異なっていた。また、常勤先を持

たない理由を図 17に示す。男性では高齢

や大学院が多くを占めるが、女性では育

児がその主たる理由であった。 

 

D. 考察 

 

１．産婦人科医師数の増加停滞と地域格

差拡大 

 

 日本産科婦人科学会入会者数は、研修

医制度が開始された2004年以降、産婦人

科が必修科目であった2010年まで順調に

増加していた（図18）。しかし、選択必

修科目となった後、増加率は減少に転じ

ている。 

 この変化は地域格差を拡大した。分娩

取扱い施設に限ると、人口当たりの医師

数は全体では２倍の自治体間格差であっ

たものが、研修制度開始後に産婦人科を

専攻したと考えられる35歳未満の医師数

では５倍に広がり、過去最大の格差とな

っている。また、各自治体の35歳未満の

医師数と同期間に在籍した臨床研修医師

数は、高い正の相関を示した。このこと



は、多くの産科医師が臨床研修を開始し

た自治体で就職することを示している。

過去８年間に各自治体に在籍した研修医

数には、人口当たりに補正しても４倍の

格差がある。研修医が少なく、産婦人科

研修が選択されなければ、専攻医が減少

するのは必然である。今後、地域偏在を

解消していくためには、臨床研修医制度

の制度設計に立ち返り、各自治体の臨床

研修医在籍数を含め検討しなおす必要が

あると推察された。 

 

２．施設機能と各自治体の現状 

 

 帝王切開率は取扱う妊産婦のリスクの

指標となるが、周産期母子医療センター

では全国平均（19.6%）を大きく上回り、

リスクが集約されていることを示してい

る。一方、一般病院と診療所は多くの分

娩（全国の76.3%）を扱い、医師１名あた

りが１年間に取扱う分娩数、帝王切開数

は周産期母子医療センターを上回る。 

 本来、周産期母子医療センターはハイ

リスクに対応するため、各自治体が指定、

認定している。しかし、自治体ごとの周

産期母子医療センターの診療実績や役割

は必ずしも均一ではない。自治体内の取

扱い分娩数の割合が少ないセンターでは、

多くのローリスク分娩が診療所など他の

施設で取扱われ、高い帝王切開率が維持

され、より濃縮したハイリスクが取扱わ

れているものと推察される。一方、分娩

施設の少ない自治体では、周産期母子医

療センターが自治体全体の60%近い分娩

を取扱っている。その結果、帝王切開率

は低く、ハイリスクに加え、多くのロー

リスク分娩を扱わねばならない現実があ

る。実際、自治体ごとの周産期母子医療

センターの帝王切開率には15%から45%

まで、約３倍の格差がある。これらの相

違は、周産期母子医療センターのあり方

や必要となる支援が、全国一律ものでは

なく、地域の状況に応じた施設の大規模

化や重点化（集約化）などの対応が必要

となることを示唆している。 

 リスクが集約している周産期母子医療

センターと多くのローリスクを扱うその

他の施設は本邦の周産期医療を支える車

の両輪であり、いずれか一方の破綻は周

産期医療の崩壊を招く。前述の医師確保

と伴に、双方の医療施設への支援は周産

期医療供給体制を維持する上で重要と考

えられた。 

 

３．就労環境と女性医師の就労継続 

 

 分娩取扱い病院では、医師数が増加し

たにもかかわらず、当直回数や在院時間

に大きな変化がなく、過重労働は改善し

ていない。その理由は増加した常勤医師

の内訳にある。2007年との比較では、妊

娠・育児に関わらない男性と女性医師数

に大きな変化はなく、妊娠・育児に関わ

る女性医師が２倍に増加している。現在

では分娩取扱い病院常勤医師の 40%は女

性で、その半数は妊娠・育児中となって

いる。 

 妊娠・育児に関わる女性の就労継続の

ため、勤務緩和は重要である。現在、全

国 65%の分娩取扱い病院で育児中の勤務

緩和が導入されている。しかし、問題は

その内容にある。育児中の女性の 24%は



何ら勤務緩和がなく通常に当直している

反面、45%では当直は完全に免除され、

56%は分娩すら担当していない。勤務緩

和のあり方が両極端で、回数を緩和しつ

つ当直にあたる女性は少数に止まる。こ

うした育児中の勤務緩和が、医師数の増

加による労働軽減効果を相殺し、過重労

働が続いていると推察される。勤務緩和

は就労継続に重要だが、極端に制限され

た勤務は、妊娠・育児に関わる女性自身

のキャリア形成も阻むことになり、今後

改善すべき点と思われた。 

 一方、妊娠・育児による勤務緩和を受

けていない男女医師に配慮した当直翌日

の勤務緩和の状況をみると、23%の施設

でシステムが導入されているものの、実

施率は極めて低い。緩和が完全（100%）

に実施されている施設は全体の1.6%に過

ぎず、妊娠・育児中ではない男女医師に

対する配慮はほとんどないに等しい。勤

務の不公平感は、過重労働とともに、医

師のモチベーションを低下させる。これ

らの是正には、妊娠・育児に関わる女性

への緩和のあり方を再検討し、それ以外

の医師のために、分娩数の制限、外来休

診日の設置など業務量の軽減を早急に検

討しなければならないと考えられた。 

 また、常勤先を持たない医師は、女性

においてその増加が著明で、多くが子育

てを契機に退職していると推察される。

こうしたフリーの医師に対し、常勤に復

帰出来る環境整備を行うと伴に、その労

働力を活用する新たな対策を講じる必要

もあると考えられた。 

 

E. 結論 

 

 臨床研修医制度導入後、産婦人科医師

数の増加は停滞し、地域格差は拡大した。

同期間に、分娩取扱い病院で増加した医

師は、妊娠・育児に関わる女性医師のみ

で、育児中の勤務緩和が、医師数の増加

による労働軽減効果を相殺し、過重労働

が続いていると推察された。医師確保に

は臨床研修医制度の見直しに加え、子育

て中の女性医師の就労方法の見直しが必

要と考えられた。 

 自治体により総合・地域周産期母子医

療センターが扱う分娩数とリスクには３

倍以上の差があり、地域ごとにその役割

が異なることが推察された。持続可能な

周産期医療体制整備と就労環境の改善に

は、全国一律の対応ではなく、地域の状

況に応じた施設の大規模化や重点化（集

約化）などの対応が必要と考えられた。 

 

F．健康危険情報 

 

 特記すべき事項なし。 

 

G. 研究発表 

 

１．論文発表 

1) 中井章人．勤務医の就労環境と女性医

師の今後．日本産婦人科医会報2015. 63 

(2): 1-5 

2．学会発表 

1) 中井章人．基調報告「産婦人科の動

向と勤務医就労環境—日本産科婦人科学

会医療改革委員会、日本産婦人科医会勤

務医部会共同（日本産科婦人科学会会員

の勤務実態調査）、日本産婦人科医会（産



婦人科勤務医の待遇改善と女性医師の就

労環境に関するアンケート）からの報告」

平成 26 年度拡大医療改革委員会兼産婦

人科医療改革公開フォーラム．東京 2015.

１月 

2) 中井章人．特別セミナー「産婦人科

医師の勤務実態と将来ビジョン」第 29回

助産学会学術集会．東京 2015.３月 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

 

１．特許取得：なし 

２．実用新案登録：なし 

３．その他：なし 
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